











年 1-3 月期を 100 とした実質 GDP の水準（季節調整値）は、2012 年 7-9 月期において
アメリカ 104.6、ドイツ 104.8 に対しカナダは 107.2 まで拡大している。ちなみに日本は






である Bank of Canada の推
計によれば、2012 年に 2.0%
であったカナダの潜在成長
率 は、2014 年 に は 2.2% ま
で高まるという。











1）   Bank of Canada, “Monetary Policy Report,” October 2012.



































保っていた。IMF の統計によって不良債権比率をみると、アメリカでは 2009 年末から
2010 年初にかけて 5% まで上昇し、その後低下に向かったものの、現在でも 3.6% という
2）   Credit Default Swap をはじめとするデリバティブズが代表的なものであるが、サブプライム・
モーゲージも低所得者に住宅信用を提供できるようにしたという面で、金融技術革新の成果であると認
識されていた。
3）   Robert Gordon, “Is US Economic Growth Over? Faltering Innovation Confronts the Six 




り（2009 年 10-12 月 期 ～ 2010
年 7-9 月期の 1.3% が危機後の




































































主義が再び強まり、米加自由貿易協定（1989 年） 、北米自由貿易協定（NAFTA、1994 年）
を経て、両国の紐帯は以前よりもさらに強化されることとなった。
そして第 5 章では、米国発のサブプライム危機が、カナダ経済にも大きな悪影響を与え
たことが示される。カナダ経済は、2008 年 10 月に景気後退に入った。その背景には、商
品価格の急激な下落、アメリカ経済の悪化、金融不安の長期化があった。それは、カナダ
経済がアメリカとの経済的紐帯を強めていたことの帰結であったが、一方でカナダ経済の178
落ち込みがアメリカよりも後ずれし（アメリカにおける景気のピークは 10 ヶ月前の 2007




続く第 II 部（各州における経済的特質）では、州別 GDP や就業者数、輸出入のデータ
を詳細に検討しつつ、カナダ経済がいかに異なる特徴を持つ州から構成され、それが相互
補完的に柔軟性や抵抗力を高めているかが示される。




























は、対米比率が同期間に 72.5% から 63.1% に低下する一方で、対中比率は 3.5% から 8.5%
へと大きく上昇している。他州をみても、相手先は輸出以上に多様である。ノヴァ・スコ
シアの最大の輸入相手国はドイツだし、ニューファンドランドはイラクからの輸入が約半
分を占める。東京大学アメリカ太平洋研究　第 13 号 179
第 III 部では、自動車産業における多国籍企業の投資活動が分析対象となっている。著
者が自動車産業を取り上げたのは、それがカナダ経済を支える重要な産業であるととも












ぼ半分が車で 24 時間圏内に収まるという。さらに、 「オンタリオにはかつて農業機械産業
をリードしたマッシー・ファーガソンなどの機械産業の伝統もあり、金属加工業の技術集
積がみられ金属加工部品企業も多い。産業集積による関連産業の発達がみられ、部品調達
にも有利である。 」 （218 ページ） 。加えて、豊富で質の高い労働力の存在や、自動車革新
基金、オンタリオ自動車投資戦略等、連邦政府、州政府の積極的な支援が効果を表してい
るという。
評者は以前から、産業集積とその特質が、新たなリーディング産業や技術革新を生む可
能性に着目してきた。シリコンバレーでは、多くの IT 企業に加え、研究者、知的所有権
に詳しい弁護士、大小の投資家など、多様な専門家とそのネットワークが形成され、そこ
から革新的な技術・製品・サービスやそのアイデア、またそれらを活用した新しいビジネ
スモデルや文化、市場が生まれている。日本でも、自動車関連産業が九州北部に集積した
要因として、八幡製鉄時代からの金属・金属加工関連産業の集積の存在が指摘されてい
る。また、世界市場でナンバーワン、オンリーワンの地位を占める中小モノづくり企業が
日本に数多く存在していることが、東日本大震災後に改めて注目を集めているが、それら
の企業もまた、長い年月をかけて蓄積されてきた地域の産業集積やそこで育まれた技術、
人材を生かして成長してきた。オンタリオを中心とするカナダの自動車産業集積も、その
ような技術やノウハウ、人材の蓄積とそれを自動車という新しい成長分野に生かす知恵や
柔軟性があってはじめて可能になったのであろうと、本書を通じて認識させられた。
多様性が生むしなやかさと日本への示唆
著者の分析を踏まえた上で、冒頭に述べたカナダ経済のパフォーマンスの高さとその背
景を改めて考えると、多様性が生むしなやかさが重要な要素のひとつであることに気付
く。
金融危機後に、カナダは最大の貿易相手国であるアメリカ経済の急落から、自動車産業
やその集積地であるオンタリオを中心に大きな悪影響を受けたが、それを埋め合わせてカ180
ナダ経済を牽引したのは、経済・人口規模が小さなサスカチュワン、マニトバの農林水産
業であった。また、貿易における対アメリカ集中度を緩和し、中国など成長するアジアと
の関係を強めてきたことも、外的ショックを緩和した大きな要因の一つであった。また、
アメリカとは異なり、保守的で厳格な金融システムを維持してきたことが、金融危機の発
生・深刻化を防ぎ、カナダ経済の抵抗力（resilience）を高め、他の先進国より迅速な景
気回復と持続的成長力の高まりをもたらした。また、カナダ経済を支える産業や地域は、
それ以前から蓄積された技術やノウハウ、労働力の集積によって成り立っている。カナ
ダが、そもそも多くの移民と海外からの資本流入によって発展してきたという歴史的事実
も、以上のような多様性や抵抗力を形成してきた大きな要素になっていると考えられる。
そのように考えると、日本がカナダから得られる示唆は数多い。経済資源が東京に集中
した現状から、各地域の優れた人材、技術、産業集積を生かした多様な成長センターが存
在する経済へと、経済構造を変革する方が望ましいのではないか。通貨高のメリットを生
かせるような経済システム、例えば海外の優れたヒト、モノ、カネが一層自由に流入し、
そこに新たな事業のアイデアやビジネスモデル、イノベーション、企業の研究開発・設備
投資が生まれる環境を作ることが必要なのではないか。金融システムの安定性を高めると
ともに、事業リスクが適切に評価され、金融仲介が円滑に行われるようになるためには、
どのような市場インフラやプレーヤーが求められるのか。
日本経済が長期停滞とデフレから脱却し、新しい成長エンジンを得て経済再生を実現す
るために、カナダ経済はもっと深く研究されるべきである。本書がその水先案内人になる
ことは、間違いない。